
公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数
継続支出の
有無

京都迎賓館庭
園保全管理業
務

分任支出負担
行為担当官代
理
迎賓館京都事
務所庶務課長
伴　和彦
京都市上京区
京都御苑23

H26.4.1

公益財団法人京
都市都市緑化協
会
京都府京都市東
山区円山町463
番地

伝統的技能を活用し
て作成された庭園の
趣旨及び作庭者の
意匠を継承した日本
庭園を維持する必要
があり、契約の性質
若しくは目的が競争
を許さない
会計法第29条の3第
4項及び予算決算及
び会計令第102条の
4第3号

- 50,760,000 - - 公財
都道府県所
管

1

伝統的技能を活用して作成され
た庭園の趣旨及び作庭者の意
匠を継承した日本庭園を維持す
る必要があることから、庭園の策
定に携わった団体が当業務を実
施できる唯一の団体であるが、
契約の更新時に必ず事業内容
の精査を行うなど、今後も継続し
て業務の見直しを行う。

有

平成26年度中
小企業・小規模
事業者ワンス
トップ総合支援
事業

支出負担行為
担当官沖縄総
合事務局総務
部長　仲程　倫
由
沖縄県那覇市
おもろまち2-1-
1

H26.4.1

公益財団法人沖
縄県産業振興公
社
沖縄県那覇市小
禄
1831－1

本事業は、公募を行
い、提案内容につい
て外部審査委員によ
る審査委員会におい
て審査し、当該事業
者が選定された
会計法第29条の3第
4項
（公募）

- 50,000,000 - - 公財
都道府県所
管

2

本事業は、公募を行い、提案内
容について外部審査委員による
審査委員会において審査し、当
該事業者が選定された

無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考

公益法人に対する随意契約の見直しの状況（物品・役務等）

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の役員

の数

随意契約によることとした
会計法令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式６－４



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数
継続支出の
有無

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
物品役務等の名称

及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の役員

の数

随意契約によることとした
会計法令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

平成26年度道
路情報に関す
る業務

支出負担行為
担当官
沖縄総合事務
局開発建設部
長　小平田　浩
司
沖縄県那覇市
おもろまち2-1-
1

H26.4.1

公益財団法人日
本道路交通情報
センター
東京都千代田区
飯田橋1-5-10

必要とする物品又は
サービスの提供者が
他に存在しないため
会計法第29条の3第
4項

12,425,000 12,425,000 100.00% - 公財 国所管 1

道路交通情報に関する業務につ
いては、道路利用者等に道路交
通情報を提供するために必要な
業務であり、削除すると道路交
通情報提供に大きな支障とな
る。（公財）日本道路交通情報セ
ンターは道路交通法第109条の2
の規定に基づき、道路における
交通の安全と円滑に寄与するこ
とを目的とする法人として、交通
情報の提供に関して事務の委託
を受けた唯一の団体であり、道
路交通情報収集業務についても
当該業務に関する機器・人員等
の全国組織を有し、広く一般利
用者に対し情報を提供すること
のできる唯一の団体である。

有

我が国の法曹
人口調査に関
する基礎的調
査

支出負担行為
担当官
会計担当内閣
参事官　福井
仁史
東京都千代田
区永田町１－６
－１

H26.4.17

公益社団法人商
事法務研究会
東京都中央区日
本橋茅場町3-9-
10

再度の入札をしても
落札者がないため
予算決算及び会計
令第99条の2

11,278,440 10,303,183 91.4 - 公社 国所管 1 平成26年度限りの経費 無

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


	様式6-4（物品役務・随意）

